
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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類似団体平均

小野市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
・財政力指数：指数は、ほぼ類似団体の平均値に近い０．６７となっており、景気の影響等により税収の伸び悩
　　　　　　　　　む中、３年前から同率を維持している。今後とも、都市の活性化、人口増対策、市税の徴収強化
　　　　　　　　　等による税収確保に努め、財政基盤の安定化を図っていく。
・経常収支比率：小野市の「方針管理制度（ＴＱＣ）」に基づき、人事管理や積極的なアウトソーシング等の行政
　　　　　　　　　　改革による経常経費削減を図ったことにより、８７．９％と類似団体平均を下回っている。今後も
　　　　　　　　　　公債費や人件費等の総合的な管理を行い、経常収支比率の更なる改善を目指す。
・起債制限比率：効率的な起債発行に努めた結果、類似団体平均を下回っており、９．４％は県下の都市部で
　　　　　　　　　　は最も良好な数値となっている。今後も、緊急度・市民ニーズに配慮しながら、計画的な事業執
　　　　　　　　　　行に取組み、公債費の平準化を図り、健全な財政運営を行っていく。
・人口１人当たり：現在のところ１人当たり３５３，９８９円と類似団体平均、全国的平均を下回っており、今後も
　地方債現在高　類似団体平均を上回ることがないよう適正な執行に努める。
・ラスパイレス指数： 一般職員の給与の見直しなどにより平成１４年度末から平成１６年度末まで３年間で３．２
                            ポイント下げ、類似団体の中では平均値にある。今後も適正な給与水準の確保に努める。
・人口1,000人：　 過去からの新規採用抑制、民間委託の導入等により、定員管理の適正化、コスト削減及び効
  当たり職員数 　率性の確保に努めた結果、平成１1年度末から平成１６年度末比較では約６０人の減、削減額
　　　　　　　　　　　として約５.５億円の効果を出しており、類似団体の平均を大きく下回っている。なお、病院、消
　　　　　　　　　　　防職員を除くＨ17.4.1の市民1,000人あたりに占める職員数（6.36人）については、県下では最
　　　　　　　　　　　も良好な数字となっている。


